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１．はじめに
2020年の夏季オリンピックの東京開催が決定し、スポーツに向けられる社会の関心は高まりを
見せている。しかしながら人口に膾炙するのは多くの場合、日本オリンピック協会（JOC）や日
本体育協会（日体協）管轄下の、いわゆるメジャースポーツと呼ばれるスポーツ競技が中心であ
る。そこから外れたスポーツの一部は「ニュースポーツ」という曖昧なカテゴリーに分類され、
さほど注目を集めることなく活動が行われている状況にある。
日本国内におけるニュースポーツ研究の分野では、1000種類近いニュースポーツを解説した
『ニュースポーツ用語事典』［野々宮2000］をはじめとして、競技種目や哲学、定義など論じた論
考は数多く発表されてきた［稲垣2001，2006; 北川1986，1991; 早川1992，師岡1996ほか］ （１）。し
かし、その活動実態となると、あまり明らかにされていないのが実情である （２）。例えば、笹川
スポーツ財団が2010年度と2012年度に実施した「中央競技団体現況調査」においても、JOC、日
体協、日本ワールドゲームズ協会の加盟団体が調査対象とされ、上記に加盟していない小規模な
ニュースポーツ団体は調査対象から外されている［笹川スポーツ財団2011，2013］。本論文では、
これまであまり活動実態が語られてこなかった小規模なニュースポーツ団体の活動事例として
「フットバッグ（footbag）」というスポーツの統括団体の活動を報告し、分析を行う。
本論文で分析の対象とする「日本フットバッグ協会」は2004年に設立され、現在まで毎年、フッ
トバッグ全日本大会の開催を続けている団体である。現在、この団体の活動は目標に掲げてきた
「フットバッグの普及と発展」という成果を得ることができずに、競技人口の減少という問題に
直面している。本論文では、この協会の組織体制や財務状況、および運営を担う理事会の活動に
着目し、十分な普及活動を展開できずに来た複数の要因を検証する。文化人類学者のウィリア
ム・ケリーは、日本における野球の発展について球団組織に焦点を当てて分析した研究の中で、
野球というスポーツの特質、スポーツチーム全般が持つ特質、日本の近代教育やビジネス慣行の
歴史等々、影響を与えた要因を細かく識別しながら分析する重要性を主張した［Kelly 2007］。
本論文はこの分析手法を参考にしつつ、野球というメジャースポーツとは異なり、関与者の影響
がより強く表れやすいマイナースポーツの分野で、統括団体の理事会という強い影響力を持った
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エージェンシーに焦点を合わせて分析を行う。
なお、本論文の内容はフットバッグというスポーツを一事例とした報告と分析であるが、筆者
が進めるより広範な比較研究の一部を構成することを企図したものでもある。この比較研究では、
日本フットバッグ協会に類似する複数の小規模なスポーツ団体との比較を通して、これらの団体
が普及活動を進める上で抱えている共通した課題を明らかにすることを目指している。そして、
この検証作業を通じ、メジャースポーツの普及とは異なる形でのスポーツ振興のあり方を模索し
ていきたいと考えている。また同時に、本論文は筆者が長年関わってきたフットバッグというス
ポーツ、および日本フットバッグ協会という組織についての現状分析を行ったものでもある。こ
の分析をフィールドに還元することによって、フットバッグというスポーツの今後の展開に良い
影響を与えることができれば、このスポーツの関与者として大変、喜ばしいことである。
前述のとおり、本論文は筆者が深く関与してきた日本フットバッグ協会というスポーツ団体に
関する報告とその分析である。そのため本報告に入る前に、研究対象との関係と当事者性に関し
ても、簡単に言及しておく必要があるだろう。筆者は文化人類学の研究者として、また１人のプ
レーヤーとして2002年からこのスポーツに深く関わってきた。プレーヤーとしては2006年までは
主に競技者として、2007年の第３期理事会への移行期間以降は、理事および監事という立場で協
会運営や全日本大会の開催に関わってきた（第３節の表１参照）。したがって筆者はこの協会の
活動に最も深く関与したメンバーの一人であり、その意味では本論文は自己の行ってきた活動に
関する報告と分析ということになる。
社会科学の研究においては、こうした当事者による報告には客観性の問題が付きまとうことに
なる。しかし一方で、文化人類学の伝統の中にはクラパンザーノの『精霊と結婚した男』
［1991(1980)］やマーフィーの『ボディ・サイレント』［1997(1987)］に代表されるように、記述の
中に自己を深く書き込み民族誌のスタイルが存在してきた。本論文もこうした一種の「自己エス
ノグラフィ」 （３）として位置づけることができる。ただし、深く関与してきたとは言え、本論文で
扱う日本フットバッグ協会の活動は筆者一人の手によって担われてきたわけではない。10年間の
協会の活動は、それに参与した理事や監事、会員たちが意見を交わし、時に衝突しながら形成し
てきたものである。本論文では、筆者自身も当事者の一人として形成に関わってきたこの過程を、
人類学の研究者の視点で振り返りながら検証を試みたい。本論文は筆者の立場から見た、この協
会活動の「部分的真実」［クリフォード1996(1986)］である。この報告が「真実」としての妥当性
を持つよう、データには正確を期したつもりである。なお、本論文では関係者の氏名はプライバ
シー保護の観点から仮名とした。
２．フットバッグに関する説明と協会設立以前の状況
本節では日本フットバッグ協会の話に入る前に、フットバッグというスポーツの説明と、日本
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国内における協会設立までの簡単な歴史を振り返っておこう。
フットバッグというスポーツは、小さなお手玉状の袋（バッグ）を蹴って遊ぶスポーツである。
1972年にアメリカでリハビリ用に考案された （４）このスポーツは、「ハッキーサック（Hacky 
Sack）」という商品名で広く知られるようになり、レクリエーションスポーツとして北米を中心
に広まっていった。1970年代末頃には競技ルールの整備も進められ、1980年には現在の世界大会
（World Footbag Championships: Worlds）の前身にあたる大会が開催されている （５）。レクリエー
ションスポーツとしては、輪になって１個のバッグを落とさずに蹴り合う形式が一般的で、競技
としてはコートを用いた対戦形式のネット競技、アクロバティックな技を競う演技形式のフリー
スタイル競技などがある。
日本国内では、1980年代半ばに「ハッキーサック」の輸入販売が始められ （６）、1988年には旧・
日本フットバッグ協会（Japan Footbag Association: JFA）が設立された （７）。この協会は1990年
代を通じてフットバッグの普及活動を展開したが、2000年代に入ると、その活動を停止してしま
う。現在の日本国内のフットバッグ・シーンは、その後に新たに再形成されたものである。この
新たなシーンの形成には、2001年に開始されたジャグリング・ショップ「ナランハ」（東京都板
橋区）によるフットバッグ用品の販売、そして2003年の夏にサントリーがフットバッグを利用し
た全国的なキャンペーン （８）を展開したことが大きな影響を与えた。このキャンペーンはおよそ
１か月間にわたりペプシツイストというジュースのおまけにフットバッグを付けるというもので、
キャンペーンの一環として第１回のフットバッグ全日本大会（Japan Footbag Championships: 
JFC）も開催された。この時期に形作られたプレーヤーたちの全国的なネットワークが、この後
に述べる新たな協会の設立に結びついていくことになる。
３．日本フットバッグ協会の概要
本節では日本フットバッグ協会の設立の経緯、および組織体系と財政面を概説する。
１）設立の経緯
日本フットバッグ協会（Nippon Footbag Association: NFA）は、日本国内におけるフットバッ
グの競技団体として2004年に設立された。協会設立のアイデアは、2003年７月にサントリーの
キャンペーンの一環として開催された第一回全日本大会の時点で、大会実行委員会を組織したプ
レーヤーたちの間で検討が始められていた。設立の大きな動機は、翌年以降の全日本大会の継続
開催にあったという（第一期理事会メンバーへのインタビューより）。2004年に入ると上記の大
会実行委員会の主要メンバーに、地方で精力的に活動を行っていた数名のプレーヤーが加わり、
協会設立の下準備が進められた。会員規約の起草などの準備が整えられた結果、2004年９月25日
に協会公式ウェブサイトが公開され、正式に活動が開始された。初年度の会員数は役員を含めて
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32名で、特定非営利活動法人（認定 NPO 法人）等の法人格の取得は行わず、任意団体としての
出発であった （９）。
ウェブサイト公開時のプレスリリースには、協会の基本理念として「フットバッグの普及と発
展」が掲げられていた。また、会員規約にも「本協会はフットバッグの健全な普及と振興を通じ
て日本国内におけるフットバッグの発展に寄与することを目的とする」（会員規約第２条）とある。
この普及と発展のための具体的な事業としては、年１回の全日本大会（JFC）の開催が活動の中
心に据えられた。2004年度の全日本大会は協会設立の約２か月後の11月20日に開催され、協会設
立の際に集められた会費や寄付金は、主にこの大会開催費用に充てられることになった。
２）組織体系
日本フットバッグ協会の会員資格は、公式サイト上での入会申請（氏名等の登録）と年会費の
支払いが要件となっている。国籍や居住地に関する制限はなく、希望者は誰でも入会が可能であ
る。年会費は一般会員が年4,000円、18歳以下のジュニア会員が年2,000円に設定されている。創
設期の会員特典は公式サイトでの会員向けコンテンツの閲覧のみであったが、その後、全日本大
会の出場料の減免や大会記念グッズの進呈が加えられた。
下記のグラフ１は協会が作成している各年度の会計報告書をもとに、会員数の推移を示したも
のである。初年度32名でスタートした会員数は２～４年目に落ち込みを見せたが、2008年度に再
び40名弱まで人数を増やした。この増加の主要因は、2008年度から全日本大会および東京で開催
されている競技会（Tokyo Shredder Gathering: TSG）の会場で、会員入会・更新の受付を開始
グラフ１　日本フットバッグ協会の年度別会員数（筆者作成）
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した影響が考えられる。グラフ２に示したように、全日本大会の競技者数は2004年大会の32名を
ピークに減少傾向にある。このことから、2008年度の会員数の増加は、競技人口の増加を受けた
ものではなく、入会率を高める施策の結果であったと見るべきだろう。その後、会員数は2009年
度を境に再び減少に転じているが、これは競技人口の減少を受けた結果と考えられる。
協会の運営業務は、複数名の理事によって構成される理事会が執り行うことになっている。先
述のとおり協会の発足時に法人登録は行われなかったが、会員規約や組織体系に関しては既存の
スポーツ競技団体をモデルに、NPO 法人に準じた運営体制が目指されていた。具体的には、日
本フライングディスク協会（JFDA）の規約がモデルとなったという（規約起草者へのインタ
ビューより）。そのため協会設立当初から、運営業務を担当する理事会とそれを監督する監事を
役員に置き、年１回の総会で会計報告や重要事項の議決を行う仕組みが構築されていた（図１）。
規約では３名以上の理事と１名の監事を置くことが定められており、任期は１年間の事業年度
（４月～翌年３月）とされている。しかし実際には２年ごとの役員改選が定着し、2014年８月現
在は下記の表１のとおり、第６期の理事会が協会運営にあたっている。
３）財政
続いて以下では各年度の会計報告書のデータを基に、日本フットバッグ協会の財政面に焦点を
当てて見ていくことにしよう。
下記のグラフ３は協会の年度別収入を「会費」「寄付金」「その他」の３項目に分けて積算した
グラフである。先述のように日本フットバッグ協会は年会費制の会員制度を敷いているため、会
グラフ２　フットバッグ全日本大会の競技出場者数（筆者作成）
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員から集められた会費収入が収入の基盤となっている。一方、寄付金は2011年度までは全収入の
30％以上を占める重要な収入源となっていた。これはフットバッグ用品の販売を行うジャグリン
グ・ショップ「ナランハ」が、全日本大会の後援企業として大会賞金を提供していたためである。
この資金提供はフットバッグ用品市場の縮小を受けて2012年度に打ち切られ、以降は賞品提供と
いう形に変更された。なお、2011年度の寄付金額の増加は、東日本大震災を受けて海外のプレー
図１　日本フットバッグ協会組織図（筆者作成）
表１　日本フットバッグ協会役員担当者一覧（筆者作成）
第１期
2004-2005
第２期
2006-2007
第３期
2008-2009
第４期
2010-2011
第５期
2012-2013
第６期
2014-
理事長 A F K L L L
副理事長 B G L N N N
理事 C H B P P V
理事 D I C Q S
理事 J R T
理事 M U
理事 N
理事 O
監事 E J D M M B
※太字は役員に初選出された人物。M が筆者。
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ヤーから義捐金が届いたことが原因である。最後のその他の収入は協力したイベントの謝礼金等
によるものだが、グラフに示したとおり、その額はわずかである。
このようにして集められた財源はどのような目的で使われているのか。下記のグラフ４は
「JFC（全日本大会）」と「その他」の２項目に分けた協会費の支出状況である。ここに示されて
グラフ３　日本フットバッグ協会の年度別収入（筆者作成）
グラフ４　日本フットバッグ協会の年度別支出（筆者作成）
108
いるように、大半の年度で年間支出の90％以上が全日本大会の運営に費やされている。その他の
支出には公式サイトの管理費等が含まれているが、必要最小限の支出にとどめられている。この
ように財政面から見れば、会員から集めた資金を使って全日本大会を開催することが、協会の最
大にしてほぼ唯一の活動と言える。
全日本大会の運営には多くの年で15万円前後の金額が費やされている。2011年度の支出額が突
出しているが、これは海外ゲストを招致したことと、商業スペースでの開催でステージ設営費が
かかったことが主な原因である。それ以外の年は支出額に大きな変動は見られず、2008年度以降
に会費収入が増加したことを受けて、次年度への繰越金が増大する結果となった（グラフ５参照）。
４．日本フットバッグ協会の業務と理事会
続いて本節では、理事会が行う協会業務の内容に目を向ける。
日本フットバッグ協会の理事会は、各理事の居住地が国内各地に分散しているため、主にメー
ルを利用して連絡が取られてきた。更に定期的に開催するオンライン会議の手段として、MSN
メッセンジャー（2004年～2009年）、Skype（2009年～2013年）が活用されてきた。2014年現在
の第６期理事会では、メールおよび LINE が主な連絡手段として使用されている。このようにオ
ンライン上で連絡を取り合いながら、全日本大会の準備や問い合わせ対応などの業務をこなして
いくことが理事会の主な活動である。
筆者が初めて理事として参画した第３期理事会（2008年度～2009年度）は理事の人数が多かっ
たこと、また第２期の理事会で理事長に業務が集中したことの反省から、業務分担に際して議論
グラフ５　次年度繰越金の推移（筆者作成）
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が行われ、理事の間でコンセンサスが図られることになった。この議論を通じて最低限の協会業
務として設定されたのが、１）全日本大会（JFC）の開催、２）問い合わせ対応、３）会員情報
と会費の適正な管理、４）上記業務の次期理事会への引継ぎ、の４点である。それ以外の活動は、
各理事がボランティアで労力を提供していることから、強制ではなく余力に応じて進める方針と
された（2007年12月のメールによる議論より）。
１）全日本大会の開催
最初に挙げられた全日本大会の開催は、財政面で確認したとおり協会活動の中心を占める事業
となっている。下記の表２にまとめたように、これまでの全日本大会は東京と大阪のいずれかで
開催されてきた。開催期日が９月の連休に設定されるようになった2008年大会以降は、例年、年
表２　フットバッグ全日本大会会場一覧（筆者作成）
大会名 開催日 曜日 場所 施設名 施設形態
JFC2003
７月５日 土
東京都　港区 お台場パレットタウン　パレットプラザ 商業スペース
７月６日 日
JFC2004 11月20日 土 大阪府　大阪市 ウェルサンピアなにわ　体育室 体育館
JFC2005
８月20日 土 東京都　新宿区 新宿コズミックセンター　小体育室 体育館
８月21日 日 東京都　目黒区 目黒区民センター　体育館 体育館
JFC2006 10月28日 土 大阪府　門真市 なみはやドーム　多目的ホール 体育館
JFC2007
11月23日 金 東京都　大田区 大田区体育館　分館 体育館
11月24日 日 東京都　大田区 大森スポセン　小ホール ホール
JFC2008
９月13日 土
東京都　江戸川区 北葛西コミュニティ会館　ホール 体育館
９月14日 日
JFC2009
９月20日 日 大阪府　高石市 大阪府羽衣青少年センター 体育館
９月21日 月 大阪府　大阪市 OCAT ポンテ広場 商業スペース
JFC2010
９月18日 土
東京都　江戸川区 北葛西コミュニティ会館　ホール 体育館
９月19日 日
JFC2011
９月21日 金 大阪府　大阪市 浪速区民センター　ホール 体育館
９月22日 土 大阪府　大阪市 湊町リバープレイス　プラザ１ 商業スペース
JFC2012
９月15日 土 東京都　江戸川区 北葛西コミュニティ会館　ホール 体育館
９月16日 日 東京都　江東区 東京イースト21　プラザ 商業スペース
JFC2013
９月21日 土
東京都　江戸川区 北葛西コミュニティ会館　ホール 体育館
９月22日 日
JFC2014
９月13日 土
東京都　江戸川区 北葛西コミュニティ会館　ホール 体育館
９月14日 日
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明けから春頃にかけて理事会内で大会の開催準備が開始されている。
大会開催に向けて最初に行われる作業は会場の選定と予約である。ここでしばしば問題となる
のが、大会の決勝を体育館で開催するか、商業スペースのステージで開催するか、という会場形
態の選択であった。商業スペースでの開催は競技の普及に向けた宣伝には適しているものの、予
算や労力面での負担が大きく、競技環境の面 （10）でも問題を生じることが多い。体育館と商業ス
ペースのどちらを望むかは競技者の間でも意見が分かれているため、決勝会場の会場形態は毎年、
議論の対象となる。競技者の中にも、競技環境の良い体育館開催よりも、宣伝効果を期待して商
業スペースでの開催を望む声は少なからずある。むしろ大会運営の携わる理事の方が、運営上の
リスクを懸念して体育館開催を選択する傾向が見られた。
会場の予約が完了した後は、大会公式サイトの作成、大会のタイムテーブルの作成、大会記念
グッズの製作、スポンサー交渉、競技出場者のエントリー受付などの作業が理事の間で分担して
進められる。また、大会の当日運営スタッフの配員も進められる。大半の業務は理事会内で分担
されるが、大会当日の競技審査員に関しては専門知識が必要となるため、担当可能な人材が理事
会内外から早めに確保される。
大会当日はメインとなる競技会の運営に加え、協会会員を集めた総会も行われる。また、大会
に対するメディア取材があった場合の対応も、主に理事が担当することになる。大会終了後は競
技結果の発表や競技動画の公開を行い、かかった費用の精算が行われる。これらの作業が終わる
と、当該年度の全日本大会に関連する業務はほぼ終了となる。
２）問い合わせ対応
上記の全日本大会の開催が能動的に進められる業務であるのに対して、２点目に挙げられた問
い合わせ対応は、受動的かつ突発的な業務となる。日本フットバッグ協会では、公式サイトに問
い合わせフォームを設置しており、届いた問い合わせや依頼は理事が対応する仕組みとなっている。
このような問い合わせは、どの程度の頻度で寄せられているのか。協会に残されている2005年
９月（第１期後半）以降の問い合わせ履歴から、問い合わせの件数を年度別にまとめたものが下
記のグラフ６である。ここでは問い合わせの内容を、「メディア（取材依頼、出演依頼、資料提
供依頼など）」、「企画（イベント出演依頼、キャンペーンや商品製作への協力依頼など）」、「その
他（一般の問い合わせ、売り込みなど）」の３種類に分類した。グラフに示したとおり、問い合
わせの件数は2010年をピークに減少傾向にある。平均ではおおよそ１月に１件のペースで問い合
わせが届いている計算になるが、届く間隔は一定ではないため、短い期間に問い合わせが集中す
ることもある。内容に関しては、寄せられる問い合わせのうち半数以上（128件中68件）がメディ
アからの問い合わせで、特に TV 制作会社からプレーヤーの出演を求める依頼が多い。このよう
な依頼に対しては、出演可能なプレーヤーを紹介し、連絡を仲介するといった対応が取られる。
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問い合わせ対応における問題の一つは、突発的な問い合わせに対して即応性が求められること
である。協会理事はそれぞれ本業を持っているため、ボランティアで行っている協会業務に対し
て迅速に対応することが難しい。また、問い合わせの案件ごとに必要となる労力や期間が大きく
異なり、問い合わせが届くまで予測がつかない点も問題となる。案件が労力のかかるものだった
場合、担当した理事に負担が集中するケースが多く、理事の労力負担に大きな偏りが生じること
になる。このように、理事会として割くことのできる労力に限りがあることが、問い合わせ対応
の際には大きな課題となっている。
その一方でこうした問い合わせや依頼は、協会が目標として掲げる「フットバッグの普及と発
展」の観点から、理事たちの間では好機として捉えられることが多い。メディアからの取材や大
規模なイベント （11）への参加などは、普及活動に繋がる可能性が高いからである。そのために規
模の大きな案件ほど、協会の掲げる目標と理事会が割くことのできる労力の間で、相反する状況
が生じることになる。
３）会員情報と会費の適正な管理
第３に挙げられた会員情報と会費の適正な管理は、主に会計担当の理事と理事会の活動を
チェックする監事によって担われている。年度ごとの会計報告は、監事による監査を経て、全日
本大会の会場で行われる総会において会員に向けて報告される。
協会費の支出にあたっては、原則的に理事全員の合意を得た上で支出することとされてきた。
また協会費を支出する際には、利益を享受する対象が一部の会員に偏らないようにも注意されて
グラフ６　協会への問い合わせ件数の推移（筆者作成）
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いる。例えば2013年12月に行われた横浜でのイベントでは、参加記念品の配布が関東近郊の会員
に集中してしまう懸念から見送られることになった（2012年11月のメールによる議論より）。協
会費の支出に関して上記のようなブレーキが働いていることに加え、将来的な収入減少への懸念、
支出に見合った労力が確保できないこと （12）などが原因となって、協会費の支出は抑制される傾
向にある。このことが、先に示したグラフ５の次年度繰越金の増大の主な要因となっている。
４）上記業務の次期理事会への引継ぎ
第４に挙げられた次期理事会への業務引継ぎについては、第３期から第４期への引継ぎ以降、
約半数の役員が残り、新たなメンバーを加えるという形が定着した。この理由には、第１期から
第２期、第２期から第３期の移行の際に大幅なメンバーの入れ替えを行った結果、協会運営のノ
ウハウが蓄積されなかったことへの反省があった。また、消極的な理由としては、競技人口の減
少のために理事を担当する人材の確保が困難になっている現状も影響している。結果として第４
期以降、３期続けて同じ人物が理事長を務めており、筆者自身も理事→監事→理事という形で協
会運営に関わることになった（表１参照）。
次期役員の選任にあたっては会員から立候補や推薦を募っているが、人材の確保が困難なため、
実際には水面下の打診によって選任が進められている。理事の改選は総会で実施される信任投票
を経て確定する。規約上、新たに選ばれた理事会の着任は改選翌年の４月だが、実際には全日本
大会終了後から翌年３月末までが引継ぎ期間となり、この期間中に業務が引き継がれることにな
る。
５）その他の業務
協会発足当初から理事会内部では、協会の目標である「フットバッグの普及と発展」に向けて
継続的な議論が続けられてきた。しかし、全日本大会以外の普及活動が実行に移される事例は少
なく、実行に移された施策に関しても多くは継続性を持たなかった （13）。前述のように、限られ
た労力が全日本大会と問い合わせ対応に優先的に振り向けられた結果、それ以外の活動は後回し
にされがちであった。ただ、その中において、比較的長い期間、継続して行われた普及活動が二
つ挙げられる。
一つ目の活動は2010年10月から続けられている月例の公式練習会 “More Dex”（Mo’dex）の開
催である。これは2010年の全日本大会の競技者減少（グラフ２参照）を受けて、理事長 L の発
案で定期的に練習会を行う計画が練られ、実行に移されたものである。当初、この練習会は初参
加者にも参加しやすいように時間と場所を固定して継続的に開催するという企画で始められ
た （14）。その後、開催場所の見直しを行いながら、2014年８月現在まで開催が続けられている。
二つ目の活動は動画サイトの YouTube を通じたフットバッグの紹介である。日本フットバッ
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グ協会は2012年５月に新たな YouTube のチャンネルを開設し、主にフリースタイルの技の動画
を掲載し始めた。現在までに129種類の技を掲載しており、チャンネル開設当初には初級技の解
説動画の作成も行われた。ただし、こうした動画を周知するための施策は十分ではなく、有効な
普及活動に結びついていないのが現状である。
５．分　析
前節までに日本フットバッグ協会の設立の経緯、組織構成、財政、そして過去10年間続けられ
てきた理事会による業務活動を概観してきた。ここから見えてくるのは、「普及と発展」を目標
に掲げてきたこの協会組織が、効果的な普及活動を展開できずにいる現状である。筆者を含め歴
代の理事たちは、このスポーツを普及したいという思いを持って協会の活動に関与してきた。に
もかかわらず、協会の活動は積極的な普及活動へと向かっていないように見える。本節では、そ
の要因について１）組織構成上の問題、２）労力不足の問題、３）モチベーションの問題の三つ
に分けて分析を行う。
１）組織構成上の問題
財政面からも確認できるように、日本フットバッグ協会は全日本大会の継続開催を望む競技者
やその関係者によって構成された互助組織の側面が強い。プレーヤーたちから運営資金を集めて
全日本大会を継続開催する。この考えは協会設立の出発点であったし、全日本大会の競技出場者
数が半減した現在でも、上記の構造は維持されている。協会理事会は、この構造のもとで運営担
当者として選任された存在として捉えることができるだろう。そのため、大会資金の運用者であ
る理事会が出資者である会員全体に対して負う責任は、全日本大会の開催に焦点化されている。
前節で見たように、協会業務の最優先事項が全日本大会の開催に置かれているのは、この組織構
成の影響を受けているためである。
協会理事会は、会員から託された全日本大会の開催と、「フットバッグの普及と発展」という
活動目標とを結び付けようと試みているが、その試みはあまり上手くいっていない。この困難な
状況は先に触れた大会決勝会場の選定によく表れている。先述のように、運営を担当する理事は
大会運営上のリスクを避けるために、不測の事態が発生しにくい体育館での大会開催を選ぶ傾向
にある。ここでは、大会を通じた広報効果よりも運営上のリスクの低減が優先されているのであ
る。
リスクを避ける理事会の傾向はまた、協会費全体の予算運用にも見ることができる。前節で確
認したように、協会費の運用にあたっては会員への還元の偏りが避けられ、同時に無駄な出費を
避ける抑止力が働いている。これらはいずれも、会員から運用を任された協会費を慎重に扱うべ
き、という理事会内の意識の表れと考えられる。この意識から、効果が定かではない活動に予算
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を投じることは避けられる傾向にあり、協会の主導する普及活動は公園での定期的な練習会や
YouTube を通した動画配信など、予算を消費しない施策が選ばれることに繋がっている。
２）労力不足の問題
協会員から業務を託されているという意識に加えて、理事会の活動を制限しているもう一つの
大きな要素が、マンパワーの不足である。理事会はボランティアで運営されており、各々の理事
は本業となる仕事や学業と並行して協会業務にあたっている。そのため、どうしても協会業務に
割くことのできる労力には制限が生じることになる。この労力の問題は、理事の人数が多かった
第３期を含めて、常に理事会の大きな課題となってきた。
協会業務に投入される労力の問題は、単に量的な不足だけでなく、労力が安定供給されないと
いう点も大きな問題となっている。本業とする仕事や学業の状況を受けて、各理事が協会業務に
割くことのできる労力には波が生まれる。この労力供給の不安定さは、特に協会の外部と関係す
る業務において問題として顕在化しがちであった。外部からの問い合わせ対応やイベント参加依
頼などは、相手側の都合に合わせて対応を迫られることが多いからである。労力を割けない時期
に対応を求められるケースでは、協会として十分な対応が取れなかったり、一部の理事に負担が
集中してしまったりすることが起こりやすい。
そして理事間の労力負担の偏りもまた、歴代の理事会において大きな問題となってきた事柄で
あった。最も問題となったのは第２期の２年目（2007年度）で、当時の理事長 F に過度の負担
が集中し、全日本大会の開催が危ぶまれる事態が発生した （15）。この時の苦い経験は協会運営の
反省材料とされたが、その後も生活環境の変化などを理由に、任期中の理事が協会業務に労力を
割けなくなるケースはたびたび発生した。
以上の事情が重なり、歴代の理事会は不確定性の高い協会外部との業務に対して慎重な姿勢を
取ることが多かった。業務を自分たちで管理できる範囲にとどめることが重視され、メディアに
向けた売り込みやスポンサー獲得交渉といった活動は、能動的に展開されることが少なかった。
結果として協会の渉外活動は、寄せられた問い合わせや依頼に対応する受動的な姿勢が定着する
ことになった。
３）モチベーションの問題
最後に、協会理事会の普及活動に対するモチベーションについても言及しておこう。筆者を含
め歴代の理事たちは協会の活動目標として「フットバッグの普及と発展」を掲げて活動を続けて
きた。しかし、組織として普及活動を展開する差し迫った必要性は乏しく、運営を担う理事の間
にも普及活動に対する考えにばらつきがあった。
普及活動に向かう必要性に乏しかった理由の一つは、先にも確認したとおり、協会の財政面に
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余裕があったことが挙げられる。そのため、会費収入の増大を目指して会員の獲得に走ることは、
あまり求められることがなかった。また、もう一つの理由としては、協会がフットバッグ関連の
ビジネスから距離を置いていたことにより、フットバッグ関連商品の市場拡大を目指す意識が薄
かったことも挙げられる。賛否は分かれるかもしれないが、商業活動はスポーツの普及を駆動す
る重要な要素である。フットバッグ競技の世界では、競技に使用されるバッグやシューズに関し
て認証制度を設けておらず （16）、競技では主にハンドメイドで製作されるバッグが使用されている。
このように用具の販売がビジネスになりにくい状況は、商業目的でフットバッグの普及活動に携
わる企業や個人をつなぎとめておくことを難しくした。
上記のように普及活動を推進する直接的な動機づけを欠いた状況下で、協会の普及活動の目標
設定は長い間あいまいなままに置かれていた。2013年の第５期理事会から第６期理事会への移行
期に、初めて普及活動の数値目標が設定されたが、それを機に理事間の普及活動に対する考えの
違いや温度差が改めて表面化した（2013年10月～12月のメールでの議論より）。そして、この考
えの相違が内定していた第６期理事会のメンバーを大幅に入れ替える事態へとつながることに
なった。この事例に示されるように、各理事メンバーの普及活動に対する考えのばらつきも、普
及活動の展開を妨げる一つの要因となった。
６．おわりに
以上で見てきたように、この協会組織が効果的な普及活動を展開できずにいる現状は、複数の
要因が重なり合った結果と考えられる。協会員を構成する既存のプレーヤーたちの負託に応えよ
うとする構造、業務に割ける労力の制限や不安定さ、理事会内の業務負担の偏りを避ける傾向、
組織の面でもビジネスの面でも拡大に向けた動機付けに乏しいこと、等々。これらの要因が重
なった結果、日本フットバッグ協会の活動は普及・拡大よりも、省力化を図りながら現状維持を
目指す路線を選択してきた。
こうした選択の過程は、歴史的な経緯を経て行われてきたものでもある。2003年のサントリー
のキャンペーンを経て全国的に広がったプレーヤーのネットワークの中から、大会の継続開催を
目指して協会が設立された経緯。2007年の第２期理事会における業務負担の偏りに対する反省。
市場の縮小やメディア露出の減少に伴う、2012年の資金援助の打ち切り。その時々に行われた、
筆者も含む協会関係者の判断や決定の結果が、現在の日本フットバッグ協会の状況を作り出して
きたと言える。その結果として、日本フットバッグ協会は10年間に渡って全日本大会の開催を継
続してきた一方で、理念として掲げた「フットバッグの普及と発展」という目標からは大きく外
れた状況に至っている。グラフ２が示すとおり競技人口は継続して減少傾向にあり、近年は会員
数の減少にも直面しているのである（グラフ１参照）。この状況に対する解決策は、筆者も含め
たこのスポーツに関わる人々の間で議論しながら模索していくものと考えるため、安直な解答を
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示すことは差し控えたい。しかしながら、本論文の分析内容が上記の議論を助けるものとなれば
幸いである。
最後に、本研究の今後の課題を述べて本論文を締めくくりたい。本論文はこれまで焦点が当て
られてこなかった小規模なニュースポーツ団体の活動の一事例として、日本フットバッグ協会の
活動を紹介し分析してきた。この分析で明らかになった普及活動における課題のうち、何が日本
フットバッグ協会固有の課題で、何が多くの小規模なスポーツ団体に共通する課題なのか。それ
を明らかにするためには、冒頭で指摘したとおり、複数の団体との比較研究が必要となる。そし
て、この比較研究を通じて小規模なニュースポーツ団体が共通して抱えている課題を明らかにで
きれば、その課題の解決策を探ることでスポーツ振興の新たな方策を探ることができるだろう。
それは、メジャースポーツを通じたスポーツ振興とはまた別の、オルタナティブなスポーツ振興
の道を開く可能性がある。
また、再びフットバッグの事例に戻れば、本研究は日本フットバッグ協会という一協会組織の
組織構成と活動とに焦点を当てて分析を行ったものである。当然のことながら、この協会組織は
フットバッグというスポーツに関与する唯一のエージェンシーというわけではない。このスポー
ツの取り巻くより複雑な環境を描き出すには、本稿では描くことのできなかった販売店、広告代
理店、国際的な統括団体といった多様なエージェンシーが形成するネットワークを描き出し、分
析していく必要がある。これが本論考に残されたもう一つの課題である。
注
（１）　詳しくは拙稿［長谷川2012］を参照。
（２）　大規模な調査としては1986年～1999年に行われた日本余暇文化振興会による一連の調査がある［日本余暇
文化振興会1987，1988，1989］。その他には、日本レクリエーション協会加盟団体を対象にした調査［山田・
谷口2001］や、ニュースポーツ関連イベントの動員から人口動態を類推した論考［仲野2006］などが数少な
い事例である。
（３）　自己エスノグラフィに関しては［濱2012］に詳しい。
（４）　小さな球体を蹴る伝統的な遊びは世界各地で見られるが、フットバッグというスポーツ分野においては
1972年に考案されたという起源が公式の歴史とされている。
 http://www.footbag.org/faq/show/941272106 “Where did footbag come from?”　(Footbag WorldWide Infor-
mation Service)
（５）　http://www.footbag.org/reference/-/History_of_the_IFPA_World_Footbag_Championships “History of the 
IFPA World Footbag Championships”　(Footbag WorldWide Information Service)
（６）　日経産業新聞「日商岩井スポーツ、米で人気の “けまり” ゲーム―革製ボール輸入販売」1984年８月15日号．
（７）　日本経済新聞「フットバッグ、手軽に王朝人気分、米国版蹴鞠が上陸―競技も多様」1989年10月12日号，
夕刊．
（８）　http://www.suntory.co.jp/news/2003/8451.html ペプシツイスト「Do ！ FOOTBAG　キャンペーン」（サ
ントリー　ニュースリリース No.8451）
（９）　なお、フットバッグの国際的な競技団体 International Footbag Players’ Association（IFPA）は国別の協会
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を下部に置く組織体系を採用していない。そのため、日本フットバッグ協会は IFPA から独立した存在とし
て設立されたが、大会の競技ルールは IFPA に準拠したルールを採用している。
（10）　床の広さや滑りやすさ、天井の高さ、照明や風雨の影響等が競技環境として問題になる。
（11）　例えば東京都主催の「スポーツ博覧会」にて2009年と2011年にブース出展を行った。
（12）　ボランティアを活動の基盤としていることから、労力を確保するために協会費を支出することは避けられ
る傾向にある。
（13）　ネット競技の体験イベント「NET-X」（2008年11月24日）や、室内イベントの「Yokohama Footbag Ses-
sions」（2013年12月８日）など、継続開催の予定が１回のみで立ち消えになってしまった企画が複数ある。
（14）　当初は第４土曜日に代々木公園で開催することに決められていた（2010年10月３日理事会）。
（15）　この経緯から、2007年度の全日本大会は開催が11月末にずれ込むことになった（表２参照）。また、第３期
の役員が第１期の理事３名を含む計９名という大所帯となったのも、この2007年度の混乱を受けた結果であ
る（第３節の表１参照）。
（16）　バッグに関しては直径2.54cm ～6.35cm、重さ20g ～70g という規定は存在する。
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